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全⽇本遊技事業協同組合連合会（略称︓全⽇遊連）
１．設⽴

1989年（平成元年）5⽉20⽇
２．⽬的

会員及びその組合員（以下「所属員」という。）の相互扶助の精神に基づき、所属員
のために必要な共同事業を⾏い、もってその⾃主的な経済活動及び営業の健全な発展を
促進し、かつ、その経済的地位の向上を図ることを⽬的とする。

３．会員
各都道府県ごとに設置されている計51組合

（所属するホール店舗数は9,303ホール（2018年10⽉末現在））
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１．パチンコホール関係団体の概要

⼀般社団法⼈ ⽇本遊技関連事業協会（略称︓⽇遊協）
１．設⽴

1989年（平成元年）7⽉3⽇
２．⽬的

本会は、遊技業、遊技機製造業、遊技関連設備製造業その他の遊技業に関連する各種事業
（以下、「遊技関連事業」という。）相互の連携を図り、遊技関連事業の適正な運営を確保して、
国⺠的な娯楽産業としての遊技業の社会的な地位の向上と健全化を推進し、もって善良の⾵俗と
清浄な⾵俗環境の保持及び公共の安全と秩序の維持に寄与することを⽬的とする。

３．会員
正会員419社（正会員339社（うちホール114社）、賛助会員80社）、
団体会員5団体（2018年11⽉15⽇現在）



⼀般社団法⼈ ⽇本遊技産業経営者同友会（略称︓同友会）
１．設⽴

1994年（平成６年）10⽉21⽇
２．⽬的

ぱちんこホール経営者及び遊技関連企業経営者の親睦と啓発を図り、併せて遊技産業の近代化、
合理化及び健全化に資するための調査及び研究を⾏うとともに、⼤衆消費者の豊かな余暇⽣活の
実現と社会貢献に寄与することを⽬的とする。

３．会員
147社（ホール︓60社、賛助会員︓87社）
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１．パチンコホール関係団体の概要

⼀般社団法⼈ 余暇環境整備推進協議会（略称︓余暇進）
１．設⽴

1999年（平成11年）7⽉16⽇
２．⽬的

業界の環境を整備し業法の制定を図る。
３．会員

97社（ホール正会員︓38社、その他正会員︓59社）



⼀般社団法⼈ パチンコ・チェーンストア協会（略称︓PCSA）
１．設⽴

2002年（平成14年）3⽉25⽇
２．⽬的

（１）パチンコを⼤衆娯楽として産業化し、公明正⼤に広く社会に貢献する。
（２）パチンコ・コンシューマー・ドクトリンを実現する。
（３）社会に貢献できる⼈材の育成と働く⼈々の労働環境の整備を実現する事を通じて、国⺠の

豊かな余暇⽣活を早期実現する。
３．会員

60社（正会員（ホール）︓22社、賛助会員︓37社、特別会員︓1社）
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１．パチンコホール関係団体の概要
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２．パチンコホール業の概要
〜ホール（営業所）数・遊技機設置台数・市場規模・参加⼈⼝〜

暦年
ホール
（営業
所）数

遊技機設置台数 市場規模 参加⼈⼝

ぱちんこ スロット その他 合計（台） （億円） （万⼈）

2013 （平成25） 11,893 3,009,314 1,602,148 252 4,611,714 250,050 970 

2014 （平成26） 11,627 2,954,285 1,643,290 244 4,597,819 245,040 1,150 

2015 （平成27） 11,310 2,918,391 1,661,562 244 4,580,197 232,290 1,070 

2016 （平成28） 10,986 2,833,133 1,691,876 244 4,525,253 204,180 940 

2017 （平成29） 10,596 2,749,532 1,687,084 225 4,436,841 195,400 900 

ホール業界の概要 〜全国の営業所数及び遊技機設置台数〜

業界カバー率（ホール関係５団体に所属する数の割合︓全⽇遊連調べ︓2018年6⽉現在）
全国のホール（営業所）数︓10,411ホール
ホール団体所属（※）ホール（営業所）数︓10,042ホール カバー率︓ 96.5％
※５団体のいずれか１つ以上に所属するホール数

ホール（営業所）数及び遊技機設置台数 出典元：警察庁「平成29年における風俗環境の現状と風俗関係事犯の取締り状況等について」
市場規模及び参加人口 出典元：公益財団法人日本生産性本部「レジャー白書2018」



■エネルギー種別
ホール営業所内において使⽤されるエネルギーの⼤半は電気である。寒冷地
など⼀部では他のエネルギー（ガス、重油、灯油など）を使⽤しているケースが
あるものの、全体に占める割合は僅かとなっている。

■ホールにおける⽤途別エネルギー消費割合の例
ホールにおけるエネルギーの消費割合は、営業所の⼤⼩や設備の省エネ度合い
にもよるが、概ね「空調」「照明」「遊技機」「その他（事務所ＯＡ機器、エスカ
レーターなど）」に分類される。
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３．パチンコホールの⽤途別エネルギー消費割合の例

出典元：東京都環境局 東京都地球温暖化防止活動推進センター
「遊技施設（パチンコ店・スロット店）の省エネルギー対策」（2011年3月）



ホールの取組事例①
A社 社内報「エネルギー使⽤量と原単位の推移（省エネ活動をしていなかった
場合との⽐較）」（2018年夏号）
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４．省エネルギー対策 〜ホール企業の具体的取組事例〜

 



ホールの取組事例②
B社 （「エコホール宣⾔」ホームページから抜粋）
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配電盤パネルの「⾒える化」

お客様の体感温度に合わせた空調

デマンド監視装置の導⼊

４．省エネルギー対策 〜ホール企業の具体的取組事例〜



業界団体の取組事例①
「エコホール宣⾔」周知⽤ポスター
（環境⾃主⾏動計画⽬標に達成に向けた取組︓2010年）

8

４．省エネルギー対策 〜業界全体での取組事例〜



業界団体の取組事例②
東⽇本⼤震災に伴う節電及び省エネ対策周知ポスター（2011年）
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４．省エネルギー対策 〜業界全体での取組事例〜
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５．全⽇遊連における低炭素社会実⾏計画
■全⽇遊連「低炭素社会実⾏計画」における⽬標

全⽇遊連では、2007年9⽉に「環境⾃主⾏動計画」、2013年1⽉に従来の取組を継
続する形で「低炭素社会実⾏計画」を策定している。現在、ホールが使⽤する電気使⽤
量から換算したCO２排出量を、2007年度⽐で2020年度までに18％、2030年度まで
に22％削減することを⽬標として掲げている。

各ホール企業及びホール店舗の省エネ努⼒により、
CO２排出量は2016年度時点で2007年度⽐25.3％減


